


































戦後我が国における障害者雇用対策の変遷と特徴 (杉原 努)

(10)七瀬は著書(七瀬時雄(1995)I第 3章障害者雇用施策の歴史Jr障害者雇用施策の理論と解説J，

労務行政研究所， 60.)において計画の具体的内容を，①経済政策，地域政策等関連施策との有機

的連携，②技能労働力等の養成確保，③中高年齢者の雇用の促進，④不安定雇用の改善等，⑤職

業能力と職種を中心とする近代的労働市場の形成を重点として推進するとまとめている。

(11)手塚 (2000:117 -118) は著書で法改正の必要性を，①企業において障害者の雇用が進んでこな

かった(特に 500人以上の)大規模事業所，②障害者雇用企業は施設の改善や整備等の追加的経

済負担を伴うことから，雇用していない企業との聞に不公平感が見られたことを挙げている。

(12)七瀬(1995:86 -87)は著書で，①企業における身体障害の雇用がいまだ十分でないこと，②就

業を希望しながら職を見出し得ない身体障害者が多数存在したこと，③わが国経済が従来のよう

な高度成長を続けることが困難となったことを挙げている。

(13)遠藤政夫 (1977:131)は 『身体障害者雇用促進法の理論と解説』で，心身障害者対策基本法第 5

条の「国民は， 社会連帯の理念、に基つ‘き， 心身障害者の福祉の増進に協力するよう努めなければ

ならない」ことをあげ，理念、の面からも改正の必要性を指摘している。

(14) 1945年以降わが国においては， 敗戦によるさまぎまな国内問題の処理に追われていた。例えば，

児童福祉法は 1947年 12月に制定され比較的早期に成立を見ているが，それは戦災孤児や街にあ

ふれるいわゆる浮浪児への対策が急を要していたからである。同様に傷庚軍人への職業援護も急

を要していたが，重度障害の場合はまだ対応策が練られておらず対象にならなかったと考えられ

る。
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